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北海道・東北地方における高潮数値予測モデルの潮位偏差予測精度の

統計的評価

髙佐　重夫 *・西村　文男 *・三浦　雄美利 **

　要　　旨

　高潮ガイダンスの予測誤差を定量的に補正するために，高潮数値予測モデル

の予測精度と海況変動による潮位偏差の変動を統計的に調べた．周期解析にも

とづいて，潮位偏差の高潮成分と海況変動による成分をカットオフ周期 200時
間のフィルターで分離した．短周期側成分を用いて高潮の予測精度を調べた結

果，ほとんどの地点で誤差 10cm 以内の精度を有していた．吹き寄せ効果が過

大に予測される地点では，予測値に対する予測誤差の統計量を用いて補正でき

ることが示された．長周期側成分を用いて得られた海況変動成分により，北

海道及び東北太平洋側では海況変動による潮位偏差の標準偏差は 5cm 程度で，

ほかの地域よりも小さいことが示された．

 * 函館海洋気象台（現 仙台管区気象台）　** 函館海洋気象台（現 札幌管区気象台）

特集「波浪・潮汐に係る海域特性の調査及び支援資料作成技術の向上」

1．はじめに

気象庁の現業用高潮数値予測モデル（以下，「モ

デル」とする．）では，気象場（海上風・海面気圧）

を外力とする運動方程式によって吹き寄せ効果と

吸い上げ効果による潮位の変動量（潮位偏差）が

計算され，これに天文潮位を足し合わせた予測潮

位（高潮ガイダンス）が高潮警報・注意報発表の

予測資料として気象官署で利用されている．

モデルは台風時の高潮予測を目的に開発され，

強風時の吹き寄せ効果を精度よく計算するように

調整された海面抵抗係数及び海底抵抗係数が定数

として与えられている（小西・檜垣，1998）．そ

のため，台風ほど風が強くない場合に潮位偏差の

予測誤差がみられる場合がある．また，モデルで

は海洋表層の水温や塩分，海流の変動によって

生じる潮位偏差や高い波の砕波による潮位上昇

（wave setup）は計算過程に組込まれていないため，

これらの現象が生じると予測潮位と観測潮位との

差が大きくなる．台風時の顕著な高潮に限らず，

例えば夏の大潮時期の満潮時には数十 cm 程度の

潮位偏差でも沿岸の標高の低い地域では浸水害が

生じることがあり，的確な高潮警報・注意報を運

用するために，より精度の高い潮位予測が必要と

されている．

台風による高潮事例の検証で，顕著な高潮の場

合にはモデルの予測精度が高いことが示されてい

る（小西，2001）が，平穏時を含めた予測精度の

検証は十分されていない．また，海況変動に伴う

潮位偏差の誤差に関する知見も十分ではない．本

調査では，北海道・東北地方におけるモデルの予

測精度及び海況変動による潮位偏差を統計的に評

価した．また，その結果にもとづいて予測値を定

量的に補正する手法を検討した．
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2．使用データ

2.1　潮位偏差及び海上風・海面気圧

観測された潮位偏差 TO は，北海道・東北地方

の検潮所 40か所（国土交通省港湾局，国土地理院，

気象庁，海上保安庁所管）で 2004～ 2010年に観

測された毎時潮位偏差を用いた．地域特性を比較

するために，他地域（和歌山，高松，下関，三角）

のデータを合せて用いた．各検潮所の位置を第 1
図に，各検潮所におけるデータ期間を第 1表に示

す．

モデルの予測精度は，モデル自体の計算精度

とともに外力である気象場予測の精度にも依存す

る．前者をみるために，林原（2011）と同じく気

象場解析値を外力として計算された潮位偏差の検

潮所付近における毎正時値 TM を評価した．また，

予測誤差の要因を検討するために，TM の計算に

使用された気象場解析値の各検潮所付近における

第 1図　検潮所位置

検潮所名及び所管機関は第 1表を参照．

海上風・海面気圧の値を用いた．本調査で提案

する TM の補正手法の検証には，独立資料として

2011年の TO 及び TM を用いた．

なお，外力を作成する気象モデルが 2006年 3
月に更新された前後で TM の短周期変動特性に変

化がみられた．そのため，第 4.3節及び第 4.5節
の解析には気象モデル更新後のデータを用いた．

2.2　海面高度偏差

海況変動によって生じる潮位偏差を評価する

ために，気象庁の海況監視業務に利用されている

海洋データ同化システム（石崎ほか，2009）の北

西太平洋領域版の半旬別海面高度再解析値を用い

た．海面高度再解析値は，計算の便宜上，各タイ

ムステップの格子点の総和が 0となっている．海

面高度の変動をみるために，原口・櫻井（2009）
の方法にもとづいて海水の密度変化に伴う海面高
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第 1表　検潮所一覧

番号は第 1図の数値と対応する．検潮所名の右肩に

付した *1は国土交通省港湾局，*2は国土地理院，*3
は海上保安庁所管，無印は気象庁所管の検潮所．線表

により，各検潮所のデータ期間を示す．

度変動量を加えて補正し，半旬別平年値（1985
～ 2010年の半旬別平均）からの偏差を求めて利

用した．

3.　解析方法

実際の潮位と天文潮位の差である TO は，主に

台風・低気圧による高潮や高気圧・低気圧の移動

に伴う週間スケールの海面気圧の上昇・下降に伴

う潮位偏差の変動，特定風系持続によるエクマン

輸送効果などの気象の直接的な影響と，海洋表層

の水温や塩分，海流などの海況の変動で生じる．

一方，TM は海上風・海面気圧の作用による潮位

偏差のみ計算される．そのため，モデルがターゲ

ットとしている高潮の予測精度を調べるために単

純に TO と TM を比較すると，海況変動の大きな

地域では高潮以外の成分が影響し適切に評価でき

ない．

潮位偏差には様々な成分が含まれ，その発生要

因によって時間スケールが異なる．高潮は数時間

から数十時間の時間スケールであるのに対し，海

況変動による潮位偏差は数日以上の時間スケール

を有していると考えられる（宇野木，1993）．そ

こで，潮位偏差を周期解析して各成分の周期帯を

検討し，フィルターで高潮と海況変動による成分

に分離し，それぞれを用いてモデルの高潮予測精

度と海況変動特性を評価することとした．

なお，High-pass フィルター（HPF）及び Low-
pass フィルター（LPF）ともに，三谷（1987）と

同様の有限インパルス応答型を用いた．

4.　解析結果と考察

4.1　平年気圧の差による誤差とその補正

気圧降下による吸い上げ効果は次式で求められ

る（林原，2011）．

だし，季節変動はある）に与えられているが，実

際の平年の海面気圧には地域差があるため，モデ

ルで利用する標準気圧との間に差が生じ，吸い上

げ効果の見積りに誤差が生じることとなる．(1)

ここに，Δp は平常状態からの気圧降下量（平

年気圧と海面気圧の差），ρ は海水の密度，g は重

力加速度，η は吸い上げ量で，海面気圧が 1hPa
降下すると潮位が約 1cm 上昇することを表す．

モデルでは，気圧降下量を求めるための平年の海

面気圧に相当する標準気圧が計算領域内一様（た

　　η = Δp / ρg   (1)
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第 2図　平年気圧の差の季節別分布（単位 hPa）
モ デ ル の 標 準 気 圧 と JRA-25/JCDAS（Onogi et 

al.,2007）による海面気圧の平年値（1981 ～ 2010 年

平均）の差を季節別に求めた．等値線間隔は 1hPa で，

実線は正，破線は負を示す．

第 3図　平年気圧の差と潮位予測誤差の散布図

北海道・東北地方の各地点における平年気圧の差

（モデルの標準気圧と地上気象観測の海面気圧平年値

の差）の月平均と潮位予測誤差（TM-TO）の月平均を 
□ でプロットした．

式から，モデルが見積る吸い上げ量 ηM と実際の

吸い上げ量 ηO の差は，

　　pM_norm － pO_norm = ρg （ηM － ηO） (2)

と表される．ここに，pM_norm はモデルの標準気

圧，pO_norm は海面気圧の平年値である．

標準気圧と JRA-25/JCDAS（Onogi et al.，2007）
による日本付近の海面気圧の平年値の差の季節別

分布を第 2図に示す．海面気圧の平年値は，春か

ら秋には地域差は小さく，標準気圧との差はおお

むね± 2hPa 以内に収まるが，冬には北日本で相

対的に高く，北海道では 10hPa 近い差があり，そ

の分だけ TM に誤差が生じる．北海道・東北地方

の各地点における平年気圧の差の月平均と TM －

TO の月平均の散布図を第 3図に示す．TM － TO は

平年気圧の差以外の要因でも生じるのでデータの

ばらつきが大きいが，両者の相関は高く（相関係

数約 0.8），平年気圧の差に対応して吸い上げ効果

が過大に計算されていることがわかる．

平年気圧の差は既知量であるので，これ以後， 
(2) 式によって補正した TM を評価する．

4.2　高潮と海況変動の成分分離周期の決定

フィルターによって成分分離する周期を決める
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第 4図　観測潮位と予測潮位のスペクトルとコヒーレンス

(a) 稚内，(b) 和歌山，(c) 下関における，観測潮位：TO（黒色線）と予測潮位：TM（灰色線）のスペクトル（上図）

と TO と TM のコヒーレンス（下図）を表す．

ために，TO と TM のスペクトル及び両者の周期別

相関を表すコヒーレンスを求めた．特徴が表れて

いる 3地点のスペクトルとコヒーレンスを第 4図
に示す．

海況変動が小さく，また，経験的にモデルの高

潮予測精度がよい稚内（第 4図 a）では，広帯域

で両者のエネルギー密度がおおむね一致し，コヒ

ーレンスも高い．海況変動が大きい地域の和歌山

（第 4図 b）では，周期 200時間以上で TO のエネ

ルギー密度が TM のそれよりも 1桁程度大きく，

コヒーレンスは低い．これは，周期 200時間以上

では TO が TM よりも大きく変動し，かつ相関が

低いことを示している．TO の 200時間以上の周

期帯に海況変動の主要な成分が含まれていると考

えられる．経験的に吹き寄せ効果が過大に予測さ

れる傾向がある下関（第 4図 c）では，数十時間

の周期帯でコヒーレンスは高いが，TM のエネル

ギー密度が TO のそれよりも 1桁程度大きい．こ

れは，この周期帯では TO と TM の変動の相関は

高いが TM が過大に変動していることを表してお

り，高潮に対応する周期帯を示唆する．

以上に示した地点以外のスペクトル及びコヒ

ーレンスも同様であったことから，高潮と海況変

動による潮位偏差は周期 200時間を境に主要な周

期帯が離れているため，カットオフ周期 200時間

のフィルターを用いて両成分を分離し，短周期側

を高潮の成分，長周期側を海況変動の影響が含ま

れる主要な成分とした．これ以後，カットオフ周

期 200時間の HPF で処理した TM を HPF[TM]，カ

ットオフ周期 200 時間の LPF で処理した TM を

LPF[TM] とし，ほかの要素についても同様に表記

する．

三宅島での 2009年 8月から 9月にかけての潮

位偏差を第 5図に示す．この期間，黒潮流軸位置

の関係で TO が－ 30cm 程度の状態が続いていた

ところに，(1) 8 月 31 日と (2) 9 月 8 日にピーク

がみられる（図中の矢印）．TO と TM を単純に比

較すると，(1) では両者の差は 10cm 程度，(2) で
は両者の差は 30cm 程度ある．HPF で長周期成分

を除去すると，(1) では TM が 40cm 程度過小であ

るが，(2) では TO と TM はほぼ一致する．成分を

分離することで，海況変動によって量的に不明瞭

であった高潮の予測誤差が明瞭となり，高潮の予

測精度を適切に評価できることを示している．
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4.3　高潮予測精度

高潮の予測精度を調べるために，高潮の成

分に対応する HPF[TO] と HPF[TM] を比較した．

HPF[TM] － HPF[TO]（高潮の予測誤差）の頻度分

布と，HPF[TO] と HPF[TM] の結合頻度分布を求め

たところ，分布形の特徴からおおむね第 2表に示

すⅠ～Ⅳ型に分類された．各型に該当する地点の

頻度分布と結合頻度分布を第 6図に示す．

調査した北海道・東北地方の検潮所 40地点の

うち 31 地点がⅠ型（第 6 図 a）に分類された．

これらの地点の結合頻度分布をみるとほとんどの

データが誤差幅 10cm 以内に収まり，予測誤差－

10～＋ 10cm の頻度は 99% 以上ある．よって，モ

デルの高潮予測は誤差 10cm 以内の精度を有して

いる．林原（2011）は全国約 120地点の TO と TM

を一括した散布図を求め，TM はおおむね 50cm
の誤差幅に収まるとしたが，Ⅰ型に分類された地

点の高潮予測精度はそれよりも十分に高い．

Ⅱ型（第 6図 b）に分類された内浦湾及び陸奥

湾沿岸の地点の TO は，湾の固有振動にあたる周

期 3～ 4時間の振動が定常的で，TM にも同程度

の周期の振動が現れている（第 7図 a）．しかし，

モデルでは観測データが同化されていないことも

あって TO と TM の位相は必ずしも一致せず，円

形に近い結合頻度分布となる．第 7 図 a をみる

と，HPF[TO] と HPF[TM] の振動の位相差によって

予測誤差が全振幅 20cm 程度で振動しているが，

高潮による潮位偏差の増加は予測できている．ほ

かの地域では，有明海沿岸の三角で固有振動に

よる HPF[TO] と HPF[TM] の差が顕著に現れるが，

HPF[TM] は，HPF[TO] にはみられない周期 9～ 10
時間の振動が現れており，誤差が大きくなる．（第

7図 b）．
Ⅲ型（第 6 図 c）では，Ⅰ型と同様に結合頻

度分布は多くのデータは誤差幅 10cm 以内に分

布する．予測誤差が± 10cm を超えるデータは，

第 2表　潮位予測誤差の頻度分布形による地点の分類

潮位予測誤差の頻度分布形にもとづいて地点を分類した．重複する地点がある．

第 5図　フィルター処理による高潮予測精度の評価

（三宅島の例）

三宅島における 2009年 8月 27日 0時～ 9月 12日
0時の TO（黒色線）と TM（灰色線）の時系列．(a) 未
処理（上図）と (b) High-pass フィルター処理後（下図）

のデータ．破線は海面気圧の平年偏差（右軸目盛）を

表す．
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第 7図　湾の固有振動による潮位予測誤差

(a) 室蘭，(b) 三角における，観測潮位：HPF[TO]（黒色線）及び予測潮位：HPF[TM]（灰色線）（上図）と，潮位予

測誤差：HPF[TM] － HPF[TO]（下図）の時系列．

HPF[TO]>0かつ HPF[TO]>HPF[TM] の領域に偏って

分布し，予測誤差の頻度分布は負側に偏り，潮位

偏差が正の場合に予測が過小傾向にあることを示

す．これらはモデルでは予測されない wave setup
発生時のデータで，顕著な wave setup が発生する

男鹿では，60～ 80cm の高潮を 20cm 程度と過小

に予測している．また，予測誤差の頻度分布は，

同じ標準偏差の正規分布に比べて中央付近で盛り

上がり，負側の裾が広がっている．これは，負の

大きな値が間欠的に生じていることを示す．こ

れらの偏りをもつ分布形を有する地点では wave 
setup が発生していることを示唆し，統計的手法

で現象を抽出するのに有効と考えられる．

Ⅳ 型（ 第 6 図 d） で は， 結 合 頻 度 分 布 は

HPF[TO]>0 では HPF[TO]<HPF[TM] に，HPF[TO]<0
では HPF[TO]>HPF[TM] にデータが偏っており，

予測が過大傾向にあることを示している．この型

に分類された地点の予測誤差と風の関係を第 8図
に示す．予測誤差の円周方向に風向，半径方向に

風速をとった散布図をみると，根室では，吹き寄

せ効果によって潮位偏差が正となる北寄りの風で

は HPF[TM] － HPF[TO]>0 に，潮位偏差が負とな

る南寄りの風では HPF[TM] － HPF[TO]<0 のデー

タが多い．風向成分別の予測誤差をみると，デー

タのばらつきが大きいが，風の南北成分が強いほ

ど予測誤差が大きい傾向がみられる．第 6図 d と

合わせてみると HPF[TM] が過大で，吹き寄せ効

果が過大に計算されているためと考えられる．こ

の傾向は，内湾や外洋に面しているが浅海域が広

がる沿岸の地点に顕著にみられ，抵抗係数が定数

で与えられていることが影響していると推測され

る．

以上から，Ⅰ型の地点では高潮の予測精度が十

分に高いが，ほかの型の地点では高潮予測誤差を

適切に補正する必要がある．

4.4　海況変動による潮位偏差

原口・櫻井（2009）や田中ほか（2010）は潮位

と海面高度偏差を比較して，両者の相関が高いこ

とを示した．これらの解析では，潮位から気象の

影響による変動を除去するために，気圧偏差によ

る補正をしている．しかし，潮位変動は海上風も

影響しているため，気象の影響が十分に除去され

ていない．

TO の長周期側成分には海況変動と気象要因の

成分が含まれているが，TM は全帯域で気象要因
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の成分のみであることから，TO と TM の差の長周

期側成分は海面気圧及び海上風による変動成分が

除去された海況変動のみの成分で，海況変動と潮

位の関係を調べるうえで適した方法と考えられ

る．これを確認するために LPF[TO － TM] と半旬

別海面高度偏差の相関を求めたところ，各地点と

も付近の沿岸海域に相関係数が 0.6以上の高相関

領域がみられ，LPF[TO － TM] は海況変動による

成分に対応している．例として海域の異なる 4地
点（釧路，八戸，深浦，高松）の LPF[TO － TM]
と海面高度偏差の相関分布と，相関が最も高い格

子点の LPF[TO － TM] と海面高度偏差の散布図を

第 8図　風向風速と潮位予測誤差

(a) 根室，(b) 青森，(c) 相馬，(d) 鼠ヶ関における，風向風速別の潮位予測誤差（上図），南北成分風速と潮位予測誤差（中

図），東西成分風速と潮位予測誤差（下図）の結合頻度分布．結合頻度は，潮位予測誤差 1cm，風速 1m/s 間隔で求めた．
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第 9図に示す．釧路では相関の最も高い格子点が

離れた位置にあるが，これは低温・低塩分である

親潮と関係するものと考えられる．また，八戸や

深浦では津軽暖流や対馬暖流に対応して日本海側

沿岸に高相関域が分布し，高松では瀬戸内海への

暖水波及が関係すると推測される．

海況変動による潮位偏差の大きさをみるため

に，1985～ 2010年の海面高度偏差の標準偏差を

求めた．その分布を第 10図に示す．海面高度偏

差の標準偏差は，LPF[TO － TM] との相関が高い

沿岸部に着目すると，房総半島より西の太平洋

側では 5～ 15cm あるが，北海道と東北太平洋側

沿岸では 5cm 以内にとどまることから，北海道・

東北地方で海況変動によって生じる潮位偏差はほ

かの地域よりも小さいといえる．

第 8図（つづき）
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第 10図　海面高度偏差の標準偏差分布

1985～ 2010年の半旬別海面高度偏差の標準偏差の

分布．等値線間隔は 2.5cm で，12.5cm 以下の等値線を

描画した．

第 11図　予測潮位に対する潮位予測誤差の頻度分布

(a) 根室，(b) 青森，(c) 相馬，(d) 鼠ヶ関の，予測誤差（縦

軸）と予測潮位：HPF[TM]（横軸）の結合頻度分布．□

は HPF[TM] を 5cm 間隔の階級に区分して求めた各階級

の予測誤差の平均値で，各階級の補正量に相当する．

エラーバーは各階級における予測誤差の標準偏差を表

す．

4.5　定量的補正手法の検討

4.5.1　階級別補正量の導出

第 4.3節では，Ⅰ型以外の地点では予測誤差の

補正が必要と述べたが，ここでは吹き寄せ効果が

過大なⅣ型の補正手法を示す．

Ⅳ型の地点の HPF[TM] と予測誤差（すなわち

補正量）の結合頻度分布を第 11 図に示す．予

測誤差はおおむね HPF[TM] に比例しているが，

HPF[TM] の絶対値が大きいとデータが回帰直線上

よりも誤差の小さい側に外れる傾向がある．モデ

ルは顕著な高潮を精度よく予測するためにパラメ

ータ調整されていることを考慮すると，1次回帰

式による補正は適さない．HPF[TM] の大きさによ

ってデータ量の疎密やデータのばらつきが異なる

ことから，HPF[TM] を 5cm 刻みの階級に区分し

て各階級における予測誤差の平均と標準偏差を求

め，これを各階級の補正量及び補正誤差とする．

第 11図に各階級における予測誤差の平均と標準

偏差を重ねて示す．また，第 3表にその数値を示

す．補正する際，補正は過去に十分に経験した範
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第 3表　階級別高潮数値予報モデル補正量

(a) 根室，(b) 青森，(c) 相馬，(d) 鼠ヶ関の，各階級における補正量，標準偏差，サンプル数．
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第 12図　予測潮位の補正の例（根室）

2011年 5月の根室を例に，補正手順に沿って補正し

た時系列．細実線は観測潮位：TO，太実線は補正後の

予測潮位：TM，破線は補正前の TM，灰色塗りつぶし

は補正後の誤差幅を表す．

囲内に制限し，サンプル数の少ない階級では補正

しないこととする．また，各階級での予測誤差の

標準偏差を，補正量の誤差の幅として，補正後の

付加的な情報として利用する．

なお，本調査に用いたデータの統計期間は 5年
程度と短く HPF[TM] の絶対値の大きなサンプル

が少ないため，補正できる範囲は限定されるが，

解析期間を長くすることで補正可能範囲が広がる

と期待される．

4.5.2　補正手順

現業的な利用を想定した TM の補正手順を以下

に示す．前項ではHPF[TM]の補正量を導出したが，

ここでは TM と HPF[TM] の差は小さく，簡易的に

両者は同等とみなし，TM に補正法を適用する．

(1) 気圧偏差の補正（第 12 図 a）

まず，第 4.1節に示した平年気圧の差の影響を

除去する．モデルの標準気圧と近傍の地上気象

観測所の旬別海面気圧平年値の差 1hPa につき TM

を 1cm 補正する．

(2) 高潮予測誤差の補正（第 12 図 b）

前項で求めた階級別の補正量を参照して，(1)
の補正をした TM を補正する．補正後の TM には

誤差幅の情報が付加される．ここでは，サンプル

数が 10個未満の階級では補正しないこととする．

(3) 海況変動分の補正（第 12 図 c）

海況変動分として，第 4.4節の解析結果から海

面高度偏差の解析値や予測値の利用が考えられる

が，海況変動による潮位偏差の時間スケールは

200時間以上で変動が緩やかなため，TO と (2) の
補正をした TM の差の前日の平均を海況変動によ

る潮位偏差とし，これが当日も継続するとして，

(2) の補正をした TM に加える．

4.5.3　補正効果の確認

補正量を求めた資料とは独立な 2011年の TO 及

び TM を用いて，前項に示した手順による補正の

効果を確認した．TO と補正前及び補正後の TM の

結合頻度分布を第 13図に示す．補正前には誤差

幅 10cm を超えるデータが多くあるが，補正後に

は誤差幅 10cm 以内に収まり，本手法の有効性を

示している．

5.　まとめ

潮位偏差のスペクトル解析にもとづいて，高潮

の成分と海況変動による成分をフィルターで分離

し，高潮数値予測モデルの予測精度及び海況変動

による潮位偏差について評価し，以下の結果を得

た．
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第 13図　補正による予測潮位の改善の例（根室）

(a)補正前と (b)補正後の観測潮位：TOと予測潮位：TMの結合頻度分布．1cm間隔で頻度を求めた．

（1）高潮数値予測モデルでは，気圧降下量を算

出するための標準気圧が一様に与えられているた

め，冬の北海道では，標準気圧と平年気圧の差に

より 10cm 程度の誤差が生じる．

（2）高潮数値予測モデルは，40地点中 31地点

で誤差 10cm 以内の精度で高潮を予測できる．

（3）吹き寄せ効果が過大に予測される地点では，

予測誤差の統計にもとづいた予測値を変数とした

補正手法で補正できる．

（4）観測値と予測値の差の長周期側成分は海面

高度偏差との相関が高く，海況変動による潮位偏

差に対応する．

（5）北海道及び東北太平洋側では，海況変動に

よる潮位偏差の標準偏差は 5cm 以下で，ほかの

地域よりも小さい．

本調査で提案した定量的補正手法を利用するこ

とで，潮位予測の精度が向上し，より適切な高潮

警報・注意報の発表が行えるものと期待される．

この補正手法は簡便であり，高度な自動化ツール

は必要としないものの，本調査で明らかにしたモ

デルの標準気圧を原因とした誤差をなくすなど，

モデル改修で改善されるべきものもある．

本調査では，過大な吹き寄せ効果による予測誤

差の補正手法を提案したが，モデルの改良のため

にも，予測誤差が生じる要因である海上風を考慮

した補正手法に関する調査を進める必要があると

考える．また，予測誤差が大きくなる要因の一つ

である wave setup については，小西（1997）の経

験式があるものの，関東地域以外での検証は十分

ではなく，今後の調査が待たれる．

付記

本調査投稿後の 2013年 1月，高潮数値予測モ

デルの標準気圧および海面抵抗係数の変更が実施

された．

標準気圧については，従来使用されていた領域

一様値が JRA-25/JCDAS（Onogi et al.，2007）か

ら求められた海面気圧平年値（1981～ 2010年平

均）の日別値に変更された．海面抵抗係数は，こ

れまで定数として与えられていたが，海上風速に

応じた値が与えられるよう変更された．

これらの改修により，標準気圧と平年気圧の差

によって生じる誤差の改善と，過大な吹き寄せ効

果によって生じる高潮予測誤差の改善が見込まれ
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るため，本稿に示した階級別高潮数値予報モデル

補正量（第 3表）をそのまま利用することはでき

ない．しかし，モデル改修後も予測誤差は生じる

と考えられ，本稿に示した補正量算出手順にした

がって補正量を算出することで，適切な補正がで

きると考えられる．
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